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研究成果の概要（和文）： 持続可能な地域経済システムを目指す上で、地震災害のような不確実な事象は避けて通る
ことが出来ない。東日本大震災の経験から、新経済地理学の地域ポテンシャルの概念を拡張するとともに、災害前と災
害後で地域ポテンシャルの変化を推計し、復興に伴い労働者が避難先の内陸地域から沿岸の被災地域に回帰することな
どが示された。
 そういったなかで、持続可能な地域経済を目指す方向として地域経済循環の考え方を構築し、その実証や政策分析に
ついて「まちづくり構造改革」として刊行した。
 地域を捉える際の「地域就業圏域」を定義し、それに基づいてわが国の地域就業圏域のデータセットを作成し、上記
の経済循環の対象地域として活用した。

研究成果の概要（英文）：　In pursuing sustainable regional economies, we cannot avoid uncertain 
phenomena, such as natural disasters. Based upon the experience of Higashi-Nihon Big earthquake, we 
estimate regional economic potentials before/after earthquake by expanding the new economic geography 
model. By calculating and simulating the model we have reached to the conclusion that workers tend to 
move back to coastal area by economic recoveries.
 By implementing the research we constructed regional economic circulation theory and conducted several 
applications to real regional economies.

研究分野：地域経済学
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１．研究開始当初の背景 
この 20 年を振り返ると、応用経済学の中
で最も進展の著しい分野は「新経済地理学
（NEG）の理論とその応用」であろう。それ
は2009年のP.Krugmanのノーベル賞受賞理
由からも推察できる。NEG の応用理論は、
人間行動における空間（距離）の障壁と財
やサービスの多様性を源として生まれる収
穫逓増の存在から、例えば都市規模分布や
地域格差の存在などを証明する。 
しかし、そのような地域経済システムに
おける理論的な進展にも拘わらず、我々は
少子高齢化と人口減少のなかで、限界集落
や地方都市の疲弊などに代表されるように
「持続可能な地域経済システムの構築」に
対して依然として有効な手立てを見出せな
いでいる。さらに、東日本大震災は、効率
性を重視したこれまでの空間経済と地域振
興のあり方に大きな疑問があることを示し
た。そのことから、我々は、効率性と平等
性に安心・安全性を加えた新たな概念に基
づいて持続可能な地域振興策を考えるべき
であるとし、それは、これまでのＮＥＧモ
デルにリスク不確実性を加え、持続可能性
という規範的概念を導入した実証分析、政
策シミュレーション分析をすべきであると
考えている。 
以上、近年の社会経済状況の動向とこれ
までの研究成果を踏まえた問題意識、そし
て国内外の研究者との交流から得られた国
際的な地域経済に関する関心事などを踏ま
え、「リスク不確実性といった外的ショック
に強い地域経済システム」、「地域経済の発
展にとって創造的な産業を持つ（生み出す）
必要性」、「単独では持続可能が困難な場合
に補完的な連携と地域（間）経済循環シス
テムの構築」、この３つを研究の柱として位
置付け、リスク不確実性に対応できる創造
的で持続可能な地域経済システムの構築を
目指す。 
 
２．研究の目的 
地域経済が持続可能な発展を維持するに
は、都市集積から創造性を発揮する要素が
必要であると同時に、様々なリスク不確実
性に柔軟に対応できる地域循環型システム
を構築しておかねばならない。このような
問題意識の下で、従来のＮＥＧ地域ポテン
シャルモデルに自地域内の経済循環効果を
導入した新モデルを提案し、再定式化とそ
の実証を行う。これが第一の目的である。
第二の目的は、ベイジアン概念でリスク不
確実性を組み込んだ二地域動学モデルを展
開型ゲームで定式化し、リスクが生起した
場合の地域経済相互関係に関する定性的な

インプリケーションを導くことである。そ
して、その知見に基づきＮＥＧ型複数均衡
モデルを動学的に再定義・定式化し、それ
を活用した様々な政策シミュレーション分
析によって、持続可能な経済相互循環シス
テムがどの様なものであるかを提案するこ
とが最終的な目的である。 
 
３．研究の方法 
初年度は、中村(研究代表者)と猪原(共同
研究者)が新たな地域ポテンシャルモデル
について、共同研究者である曽と黒田を交
えた３ヶ月に一度の研究会で関連文献の紹
介を行いつつモデルを進展させていく。併
せて実証分析のデータベースの構築も行い、
都道府県単位・産業別の地域ポテンシャル
を推計する。また、地域連携の理論モデル
のゲーム論的展開については、研究会で曽
と黒田が文献サーベィも含めて中心的役割
を果たす。これは研究期間を通して継続さ
れる。次年度以降におけるリスク不確実性
を組み込んだ複数均衡シミュレーション実
施においては中村と猪原が中心的役割をす
る。この過程で内外の地域の事例や研究者
との情報交換は、各々が海外の学会に赴い
たときを利用して適宜実施する。持続可能
な地域就業圏域(規模)の分析は、中村がデ
ータ収集と基礎解析を担当し、黒田と中村
が理論的な展開、モデルのキャリブレーシ
ョンは猪原が実施する。 
平成２４年度の研究計画と方法 

初年度においては、中村（岡山大学）を
中心に、猪原（青森公立大学）とともにこ
れまで３カ年にわたって検討してきた地域
ポテンシャルモデルの新展開を図る。具体
的には、供給アクセス（前方連関）と需要
アクセス（後方連関）という２つの外部的
要因によって規定されるモデルに、域内供
給と域内需要の程度を循環変数としてパラ
メトリックに導入した場合のポテンシャル
関数を定義し、Amity(2005)モデルの開放地
域経済版を定式化する。そして、我々の研
究グループで独自に作成した都道府県地域
間産業連関表、国内外の輸送手段別の地域
間時間距離といったデータセットを活用し
て、これまでにない厳密な地域ポテンシャ
ル関数を推定する。それによって地域の持
続可能性を測る第一段階の指標が推計され
たことになる。この推定結果を解釈すると
ともに、災害時のリスクを考慮したNEG複数
均衡モデルを構築し、次年度への政策シミ
ュレーションの準備をする。また、このポ
テンシャル関数からは、Home Market 
Effects を計測することも可能である。こ
れは、まさに地域間分業を考える際に重要



な経済指標で有り、我が国において都道府
県単位の測定例は皆無であることから、こ
の計測は震災後の産業振興を考える際には
極めて政策的価値が高いと思われる。 
平成２５年度の以降の研究計画と方法 
 ２年度目からは、申請者らが所属する
International Regional Science系の内外
年次大会や特別セミナーで研究成果の公表
をするとともに、海外の研究協力者（毎年
２名程度）を招いた当該研究課題に関する
シンポジュウムを開催することにしている。 
初年度において予備的に検討したリスク
不確実性を想定したNEG複数均衡モデルの
キャリブレーションを実施する。これは、
Davis and Weinstein(2008)らによって日本
のデータで分析されてきた訳であるが、極
めて制約的なシミュレーションとなってお
り、戦前・戦後をまたいで都市規模の複数
均衡の存在は否定されている。この分析は
戦争というカタストロフィックな場合であ
るが、我々は東日本大震災というカタスト
ロフィックなショックやそれに伴うサプラ
イチェーンの分断、企業の海外移転などを
対象として、初年度において推定した新た
な地域ポテンシャル関数を用いて、複数均
衡モデルのキャリブレーションを行い、
様々な政策変数の与え方で、どのように地
域経済が変わるのかをシミュレーションす
る。この分析は、様々な政策変数を考慮す
るシミュレーションとなり、そこから望ま
しい地域経済の姿を導くことになるので、
最終年度までこのシミュレーション分析は
続くことになる。また、ここでの複数均衡
シミュレーションモデルは、初年度におい
て曽(東北大学)を中心として考察してきた
リスク不確実性下における地域間協力ゲー
ム、これを我々は新たにベイジアン・エク
ステンシブコ－ポラティブ・モデルと定義
するが、このモデルから得られる定性的知
見を複数均衡モデルにいかに組み込むかを、
曽および黒田(名古屋大学)が中心になって
考える。 
 初年度で考えた「階層型都市規模モデル」
に対して、適用可能なデータセットを整備
する。 
これまで２年間の成果をベースとして、
新たな利用可能なデータセットを充実させ、
リスク不確実性下におけるショック後の複
数均衡の存在証明となるシミュレーション
を各種政策パッケージに応じて分析し、そ
の代替案の中から地域経済のあるべき姿を
探っていく。これについては、中村・猪原
が主として担当する。また、複数地域の持
続可能性を考える上で不可欠な階層型の都
市・地域規模モデルについて、Au and 
Henderson (2006)を内生的な階層構造モ
デルに改め、前年度まで集積したデータセ
ットを用いて検証する。なお、これまでの
期間において、リスクを認識した地域経済

政策を実施している内外の自治体や経済連
合体を国外研究協力者からの情報に基づい
て適宜現地調査を実施し、最終年度におけ
る政策提言に繁栄させるべく情報の蓄積を
心掛ける。 
・平成２７年度（４年度）：最終年度の４
年度では、研究協力者の招聘によって大型
の国際研究集会の開催、研究成果の学会報
告や学術雑誌への投稿、投稿論文の改訂な
どが中心となるが、同時に「地域間連携の
中での創造的で持続可能な地域経済システ
ム」について研究結果に基づいて政策提言
をおこなっていく。また、新たな情報を加
味することでさらなる追加分析を実施し、
外国の研究協力者からも論文を募り、４年
間の研究のまとめを行い研究図書としての
出版準備を進める。そして、データベース
の充実をしつつ将来に向けての研究の進展
を図る。 
 
４．研究成果 
 研究計画にあるポテンシャルモデルの拡張
について、(1)初年度において、中村（岡山大
学）を中心に猪原（亜細亜大学）とともにこ
れまで３カ年にわたって検討してきた地域ポ
テンシャルモデルの新展開を「日本における
地域ポテンシャルと雇用分布のシミュレーシ
ョン分析」として日本地域学会で報告したも
のを当学会の論文誌に投稿し掲載された。災
害時のリスク顕在化におけるポテンシャル変
化と複数均衡における都市出現分析について
は、宮城県の市町村を対象にほぼシミュレー
ション分析が終わり、Discussion Paper とし
てまとめた。 
地域集積の経済効果の計量化については、
中村（岡山大学）がContributions of Local 
Agglomeration to Productivity: Stochastic 
Frontier Estimations from Japanese 
Manufacturing Firm Dataというタイトルで国
際学会にて報告後、学術雑誌に投稿後採択さ
れ掲載された。 
曽（東北大学）は、地域経済の国際化に焦
点を当て、脱国境の国際経済分析を行い、研
究成果は、Trade Liberalization and Welfare: 
Differentiated-good vs. Homogeneous-good 
Marketsとして、学術雑誌に掲載された。従
来の研究で仮定される農業部門の存在によっ
て労働賃金率が外生的に与えられることを改
善し賃金格差を内生的に決めるモデルを開発
した。そして、現代社会における多産業の立
地特徴や税競争についての研究を行った。 
 研究計画にある大震災を念頭においた地域
経済とリスク負担の問題については、黒田（
名古屋大学）が国際学会において、A Model of 
Stratified Production Process and Spatial Risk
と題する報告を行った。 
(2)二年次では、猪原（亜細亜大学）と中村
（岡山大学）は、過年度の研究成果である「



日本における地域ポテンシャルと雇用分布の
シミュレーション分析」を発展させて、「震
災前後における宮城県内の地域ポテンシャル
および労働分布の変化」と題する論文を作成
した。そこでは猪原・中村（2012）の分析手
法を応用し、宮城県内35市町村から構成され
る空間経済学のモデルを構築し、震災前後の
地域ポテンシャルおよび就業者分布の変化に
ついて分析を行った。また、猪原「空間経済
学に基づく日本の人口分布の再現」では、空
間経済学の標準的なモデルを日本の47都道府
県に適用し、日本の就業者人口分布の再現を
行った。それにより、輸送費の低下によるス
トロー効果の分析や震災が都道府県人口に与
える影響の分析の可能性について検討を行っ
た。その結果、(1)被災により宮城県内の地域
ポテンシャルは平均で10%、被災地では20%程
度低下すること、(2)多くの被災地で労働者数
が減少する中で、仙台市ではその中心性を反
映して労働力人口が増加すること、(3)復興に
伴い労働者が避難先の内陸地域から沿岸の被
災地域に回帰することなどが示された。 
曽（東北大学）は、空間経済学の貿易研究
において、(a) 地域間・国際間の賃金格差の
結果を2国から多国へ拡張し、格差形成メカニ
ズムを明らかにした; (b) 第1自然力と第2自
然力が併存するときの貿易パタンーの分析を
行い、先進国と発展途上国の発展方式を示し
た。  
 黒田（名古屋大学）は、産業立地、所得分
布および経済成長に関する空間的な効率性と
公平性のトレードオフについて分析を行った
。都市における産業立地、地域所得格差、経
済成長に関して、公共インフラを輸送インフ
ラと知識インフラという2種類に分け、それぞ
れの役割を実証的に検証している。実証結果
によると、輸送インフラは地域間の交易費用
を減少させることにより、経済成長を促進し
、産業の集中化を伴いつつも所得格差を減少
させる。他方、知識の伝播を促進する知識イ
ンフラの場合は、経済成長を促しつつ、所得
格差と産業の集中度を同時に減少させている
。また、知識インフラの場合は、労働移動の
大きな都市への効果が大きいことがわかった
。 中村（岡山大学）は、地域就業圏域のデ
ータセットを整備しつつ、都市階層別の生産
関数の準備を整えた。 
本研究主題である「地域連携」と［経済相
互循環システム］、「都市階層モデル」などか
ら持続可能な地域経済システムを構築すると
いう目的に関しては、中村「まちづくり構造
改革：地域経済構造をデザインする」（日本加
除出版、2014）においてかなりの部分が達成
されたと言えよう。今日の地方創生において
も、中村が開発した「地域経済構造分析」各
自治体からの問い合わせが相次いでいる状況

である。また、地域就業圏域の設定も終了し
、そのデータベース化もほぼ完了したが、都
市階層を考慮した都市規模分析には至らなか
った。 
 黒田は、経済循環システムの有効性として
、震災を念頭に置いた階層ネットワークモデ
ルを構築した。そこでは中間財の代替性や規
模の経済に着目し、交通ネットワークによっ
て空間的に結節した多階層のサプライチェー
ンを理論モデルとして構築するとともに、局
所的な災害が生産に与える影響を分析した。 
最終年次では前年に刊行した「まちづくり
構造改革」に続き、今年度は総務省統計局の
HPに「地域の産業・雇用創造チャート」とい
うURLにおいて、研究代表者の中村による「地
域産業構造の見方、捉え方」というYouTube
での配信が掲載され、３千回を超える多くの
再生を記録し、また地方版総合戦略では多く
の自治体やシンクタンクが活用した。それに
もとない昨年度の研究成果を地方への講演や
説明会ということで研究成果の政策現場への
普及啓蒙活動を中心に数多く行った。 
黒田は、主として地域経済の循環面で重要なサ
プライチェーンの分析について成果を挙げた。空
間的に拡散したサプライチェーンの特性と、空間
的なリスクの伝播を再現するためシミュレーショ
ンモデルを構築し、より拡散したサプライチェー
ンでは、中間財の生産者の期待損失は低下するが
、最終財の生産者の期待損失は増加することが示
された。 
 曽は、地域間競争と連携のモデルの示唆を
与える分析を行ったモノを論文として刊行し
た。地域間の移動のバリアが連携を妨げる容
易になっていることを念頭に、国際間での枠
組みで関税保護を例として、それが生産コ
ストを引き上げ、必ずしも国民の厚生を改
善しないことを明らかにした。その成果は
国際誌に掲載された。 
 猪原は中村らと共同で昨年度の成果論文「
NEGモデルを用いた巨大地震による労働移動
の経済分析」の分析を拡充し“An NEG 
analysis of megathrust earthquakes in 
Japan”を発表した。また、地域間の移動時間
短縮の効果が地域経済の自立性にどういった
影響を与えたかのモデルケースとして、明石
海峡大橋開通の例を取り上げ、「空間経済学
に基づくストロー効果の検証～明石海峡大橋
を事例として～」という論文でRIETI の
Discussion Paperに刊行された。これは空間経
済学の理論を基に交通インフラ整備が企業出
荷額に与える影響を分析しており、例えば婦
人・子供服小売業や百貨店業などにおいて交
通インフラ整備が地方経済にマイナスになる
場合があることを示している。 
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